
④東部南地区
（単位：人）

平成 27 年度 平成 28 年度

１号
２号 ３号

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 128 57 621 103 421 123 55 599 102 426

特定教育・保育施設 315 583 99 398 345 560 107 393

確認を受けない幼稚園 0 0

特定地域型保育事業 0 0 0 0

認可外保育施設 45 0 30 45 0 30

②－① 130 7 ▲4 7 167 6 5 ▲3

確保方策

・認定こども園（幼保連携型）：1 か所

平成 29 年度 平成 30 年度

１号
２号 ３号

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 122 55 597 101 422 121 54 594 99 418

特定教育・保育施設 345 560 107 393 345 560 107 393

確認を受けない幼稚園 0 0

特定地域型保育事業 0 0 0 0

認可外保育施設 45 0 30 45 0 30

②－① 168 8 6 1 170 11 8 5

確保方策

平成 31 年度

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 122 54 596 97 413

特定教育・保育施設 345 560 107 393

確認を受けない幼稚園 0

特定地域型保育事業 0 0

認可外保育施設 45 0 30

②－① 169 9 10 10

確保方策
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⑤西部北地区
（単位：人）

平成 27 年度 平成 28 年度

２号 ３号
１号

２号 ３号
学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 195 87 444 101 296 190 85 435 101 297

特定教育・保育施設 460 486 100 274 460 486 100 274

確認を受けない幼稚園 180 180

特定地域型保育事業 0 0 0 0

認可外保育施設 15 3 24 15 3 24

②－① 358 57 2 2 365 66 2 1

確保方策

平成 29 年度 平成 30 年度

１号
２号 ３号

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 191 85 437 99 294 188 84 431 98 291

特定教育・保育施設 460 486 100 274 480 546 100 287

確認を受けない幼稚園 180 0

特定地域型保育事業 0 0 0 0

認可外保育施設 15 3 24 15 3 24

②－① 364 64 4 4 208 130 5 20

確保方策

・認定こども園（幼稚園型）：１か所

平成 31 年度

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 187 84 430 96 288

特定教育・保育施設 480 546 100 287

確認を受けない幼稚園 0

特定地域型保育事業 0 0

認可外保育施設 15 3 24

②－① 209 131 7 23

確保方策

１号
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⑥西部南地区
（単位：人）

平成 27 年度 平成 28 年度

１号
２号 ３号

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 390 174 715 114 457 377 168 693 115 466

特定教育・保育施設 745 695 82 402 745 695 82 402

確認を受けない幼稚園 90 90

特定地域型保育事業 0 0 6 12

認可外保育施設 0 0 0 0 0 0

②－① 271 ▲20 ▲32 ▲55 290 2 ▲27 ▲52

確保方策

・認定こども園（幼保連携型）：1 か所 ・小規模保育事業：１か所

平成 29 年度 平成 30 年度

１号
２号 ３号

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 377 168 694 115 468 381 170 703 115 469

特定教育・保育施設 745 745 122 462 745 745 122 462

確認を受けない幼稚園 90 90

特定地域型保育事業 6 12 6 12

認可外保育施設 0 0 0 0 0 0

②－① 290 51 13 6 284 42 13 5

確保方策

・認定こども園（保育所型）若しくは保育所

創設：１か所（定員100 人程度）

・既存増築等：２か所（３号定員25 人程度）

平成 31 年度

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 386 172 713 114 469

特定教育・保育施設 755 735 122 462

確認を受けない幼稚園 90

特定地域型保育事業 6 12

認可外保育施設 0 0 0

②－① 287 22 14 5

確保方策

・認定こども園（幼保連携型）：１か所
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⑦南部地区
（単位：人）

平成 27 年度 平成 28 年度

１号
２号 ３号

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 192 86 443 64 313 191 85 441 64 300

特定教育・保育施設 525 484 55 280 525 484 55 280

確認を受けない幼稚園 0 0

特定地域型保育事業 6 12 9 19

認可外保育施設 5 2 9 0 0 0

②－① 247 46 ▲1 ▲12 249 43 0 ▲1

確保方策

・小規模保育事業：１か所 ・小規模保育事業：１か所

平成 29 年度 平成 30 年度

１号
２号 ３号

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 188 84 437 63 295 187 84 435 62 293

特定教育・保育施設 525 484 55 280 525 484 55 280

確認を受けない幼稚園 0 0

特定地域型保育事業 9 19 9 19

認可外保育施設 0 0 0 0 0 0

②－① 253 47 1 4 254 49 2 6

確保方策

平成 31 年度

２号 ３号

①量の見込み（必要利用定員） 181 81 421 60 288

特定教育・保育施設 525 484 55 280

確認を受けない幼稚園 0

特定地域型保育事業 9 19

認可外保育施設 0 0 0

②－① 263 63 4 11

確保方策

１号 学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳
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●市全域（まとめ）
（単位：人）

平成 27 年度 平成 28 年度

１号
２号 ３号

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 4,483 2,001 5,378 1,221 3,920 4,412 1,969 5,292 1,218 3,925

特定教育・保育施設 4,296 5,354 944 3,134 5,046 5,580 1,026 3,271

確認を受けない幼稚園 5,010 3,890

特定地域型保育事業 7 36 30 109

認可外保育施設 237 92 384 227 77 351

②－① 2,822 213 ▲178 ▲366 2,555 515 ▲85 ▲194

確保方策

・認定こども園（幼保連携型）：２か所

・認定こども園（幼稚園型）：１か所

・小規模保育事業：２か所

・事業所内保育事業：１か所

・認定こども園（幼保連携型）：２か所
・認定こども園（幼稚園型）：３か所
・小規模保育事業：８か所
・事業所内保育事業：１か所
・認定こども園（保育所型）若しくは保育所
創設：２か所（定員100 人程度）

平成 29 年度 平成 30 年度

１号
２号 ３号

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 4,426 1,975 5,309 1,216 3,910 4,426 1,982 5,310 1,207 3,899

特定教育・保育施設 5,246 5,821 1,145 3,489 5,266 5,881 1,145 3,502

確認を受けない幼稚園 3,500 3,320

特定地域型保育事業 30 109 30 109

認可外保育施設 227 77 351 227 77 351

②－① 2,345 739 36 39 2,178 798 45 63

確保方策

・認定こども園（幼保連携型）：２か所

・認定こども園（保育所型）若しくは保育所

創設：３か所（定員100 人程度）

・既存増築等：５か所（３号定員25 人程度）

・認定こども園（幼稚園型）：１か所

平成 31 年度

１号
２号 ３号

学校教育

の希望強
左記以外 ０歳 １・２歳

①量の見込み（必要利用定員） 4,425 1,974 5,308 1,195 3,881

特定教育・保育施設 5,276 5,871 1,145 3,502

確認を受けない幼稚園 3,320

特定地域型保育事業 30 109

認可外保育施設 227 77 351

②－① 2,197 790 57 81

確保方策

・認定こども園（幼保連携型）：１か所
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　地域子ども・子育て支援事業については、放課後児童健全育成事業を除いて、市内全域を１区域

として必要量を見込み、放課後児童健全育成事業については、７つの区域ごとに必要量を見込みます。

　量の見込みは、基本的には、就学前児童及び就学児の保護者を対象者としたニーズ量調査の結

果をもとに、国の手引きの手順に沿って算出しますが、利用状況や事業特性に応じて、適切な推計

方法を検討し、本市独自の方法で補正を行っています。

　提供体制の確保方策については、現状の提供体制、事業者の意向調査等を踏まえ、「量の見込み」

に対応するよう提供体制の内容及び実施時期を設定します。

　地域子ども・子育て支援事業については、既に提供体制が確保され、供給量が充足している事業

もあり、新たな確保方策が必要な事業は、「時間外保育事業」「一時預かり事業（幼稚園型）」「一

時預かり事業（保育所型）」「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）」の４事業となっています。

　算出した量の見込みが実績に比べて過大と考えられる事業があることから、教育・保育事業と同

様に、平成 29 年度に利用実績等から量の見込みについて中間見直しを行い、それに対応して確保

方策についても再検討し、見直しを行います。

第３章　地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策

1. 量の見込みと確保方策の考え方
【１】量の見込みの算出方法

【２】提供体制の確保方策の考え方

【３】量の見込みと確保方策の見直し
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本市では平成 25 年度途中から、地域子育て支援拠点事業において、従来の相談支援に加

えて、地域支援や利用者支援を行う地域機能強化型を実施しており、平成 26 年度は利用者

支援事業として４か所に事業委託しています。当面は現状の基本型４か所とし、中間年度に

おける見直しについては、利用実態を踏まえて検討することとします。

当面は現状の基本型４か所で、供給量を確保できる見込みです。新規事業でもあり、利用実

態を踏まえて、中間年度に見直しについて検討することとします。

利用者支援事業を実施する４か所の施設は、担当エリアを設定して、市の担当課及び相談窓

口や関係機関、地域子育て支援拠点事業実施施設等と連携を図り、市民が円滑に各種の事

業を利用できるように支援を行います。

　児童やその保護者が認定こども園・幼稚園・保育所等の施設選択や、一時預かり事業、放課後

児童健全育成事業等の子育て支援事業を円滑に利用できるよう、身近な場所で情報提供を行い、

必要に応じ相談や助言を行うとともに、関係機関との連絡調整などを行う事業です。

　事業形態は以下の２種類があります。

　　◎基本型（独立した事業として行われている形態）

　　◎特定型（行政の一環として行われる側面が強い形態

2. 量の見込みと提供体制の確保方策
【１】利用者支援（新規事業）

■量の見込み

■確保方策と今後の方針

【量の見込みと確保方策】
実績

平成25年度
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

①量の見込み 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所

②確保量 ４か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所

確保の内容

（実施施設）

・春日保育園地域子育て支援センター（春日町 ）

・にしおか医院地域子育て支援センター（寺井町 ）

・わはは・ひろば高松（大工町 ）

・ひまわりはうす とことこ（出作町 ）

②－① 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所

●

●

●
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　保育認定を受けた児童について、保護者の就労時間等により、通常の利用日及び利用時間以外

の日及び時間において、保育を行う事業です。

【２】時間外保育事業（延長保育事業）

延長保育事業は、年々利用者が増加傾向にあり、実施施設数も平成 21 年度から平成 25 年

度までの間で９か所増加して 62 か所で実施していますが、人員の確保が課題となっています。

休日保育事業の実施施設数も平成 21 年度から平成 25 年度までの間で１か所増加しています。

保育が必要な家庭類型ごとに、将来の児童人口とニーズ調査結果による利用意向率を乗じて

量の見込みを算出し、これを合算した結果を量の見込みとします。

平成 27 年度から平成 31 年度までの量の見込みは、概ね 5,900 人程度で推移すると見込ま

れます。平成 25 年度実績と比べて大幅に多くなっており、潜在ニーズが大きいと考えられます。

新たに創設予定の５か所の認定こども園等で時間外保育事業を実施し、供給量の確保を図り

ます。

事業を実施するための保育士の確保、施設運営費の充実により、供給体制の確保に努めます。

■量の見込み

■確保方策と今後の方針

【現状】

●

●

●

●

●

●

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

延長保育事業
実施施設数 53 か所 58 か所 60 か所 63 か所 62 か所

利用実人数 － － 2,305 人 3,153 人 3,369 人

休日保育事業
実施施設数 3 か所 3 か所 3 か所 4 か所 4 か所

利用実人数 － － 145 人 128 人 －

実績

平成25年度
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

①量の見込み 5,950 人 5,901 人 5,901 人 5,889 人 5,870 人

②確保量 3,369 人 3,500 人 4,100 人 4,900 人 5,400 人 5,870 人

確保の内容

（実施施設数）
62 か所 62 か所 64 か所 67 か所 67 か所 67 か所

②－① ▲ 2,450 人 ▲ 1,801 人 ▲ 1,001 人 ▲ 489 人 0 人

【量の見込みと確保方策】
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　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に小学

校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事

業です。

　これまでは、対象児童はおおむね 10 歳未満（本市では平成 24 年度から、小学４年生までを受

け入れている。）とされていましたが、平成 27 年度からは全ての小学生が対象となります。

【３】放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

平成 25 年度時点で、公立 45 か所（うち特別支援学校内２か所）、民間９か所の合わせて 54

か所が整備されており、利用者数は増加傾向にあります。

待機児童が発生している小学校区がある一方で、利用希望がなく未開設の小学校区もあります。

低学年と高学年に分けて、小学校区ごとに将来の児童人口とニーズ調査結果による利用意向

率を乗じて小学校区別の量の見込みを算出し、これを合算した結果を量の見込みとします。

量の見込みは平成 28 年度までは増加し、平成 28 年度をピークに減少に転じる見込みとなっ

ています。

■量の見込み

【現状】（公立施設のみ。ただし、特別支援学校内を除く。）

【量の見込みと確保方策】
＜全市＞

●

●

●

●

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

実施施設数 46 か所 43 か所 43 か所 43 か所 43 か所

定 員 2,820 人 2,900 人 2,980 人 3,060 人 3,140 人

利用児童数 2,331 人 2,389 人 2,505 人 2,755 人 2,807 人

待機児童数 104 人 86 人 97 人 225 人 103 人

実績

平成25年度
平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 平成31年度末

①量の見込み 4,234 人 4,259 人 4,214 人 4,173 人 4,134 人

②確保量 3,097 人 3,731 人 4,007 人 4,149 人 4,152 人 4,134 人

確保の内容

（実施施設数）

82 教室

（54 か所）

98 教室
公立：４教室開設

民間：２教室開設

106 教室
公立：６教室開設

民間：２教室開設

113 教室
公立：６教室開設

民間：１教室開設

117 教室
公立：４教室開設

122 教室
公立：５教室開設

②－① ▲ 503 人 ▲ 252 人 ▲ 65 人 ▲ 21 人 0 人
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公設施設で供給量を確保することを基本としますが、公設で対応できない区域については、

民間事業者による事業展開を促進します。

老朽化等による早急な対応が必要なクラブや待機児童の多い校区を優先的に整備し、平成

31 年度末での待機児童の解消を目指します。

＜区域別　量の見込みと確保方策＞
１）都心地区

２）中部地区

３）東部北地区

●

●

■確保方策と今後の方針

注記：民間施設は、当該施設の利用児童が最も多い地区に計上する

実績

平成25年度
平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 平成31年度末

①量の見込み 1,120 人 1,143 人 1,148 人 1,146 人 1,142 人

②確保量 822 人 926 人 1,021 人 1,131 人 1,140 人 1,142 人

確保の内容

（実施施設数）

20 教室 21 教室
民間：１教室開設

24 教室
公立：２教室開設

民間：１教室開設

27 教室
公立：３教室開設

28 教室
公立：１教室開設

29 教室
公立：１教室開設

②－① ▲ 194 人 ▲ 122 人 ▲ 17 人 ▲ 6 人 0 人

実績

平成25年度
平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 平成31年度末

①量の見込み 1,010 人 1,047 人 1,063 人 1,077 人 1,082 人

②確保量 634 人 812 人 1,019 人 1,061 人 1,077 人 1,082 人

確保の内容

（実施施設数）

18 教室 22 教室
公立：１教室開設

民間：１教室開設

27 教室
公立：４教室開設

民間：１教室開設

29 教室
公立：１教室開設

民間：１教室開設

30 教室
公立：１教室開設

30 教室

②－① ▲ 198 人 ▲ 28 人 ▲ 2 人 0 人 0 人

実績

平成25年度
平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 平成31年度末

①量の見込み 645 人 625 人 594 人 571 人 559 人

②確保量 567 人 623 人 606 人 581 人 571 人 559 人

確保の内容

（実施施設数）

15 教室 16 教室
公立：１教室開設

16 教室 16 教室 17 教室
公立：１教室開設

18 教室
公立：１教室開設

②－① ▲ 22 人 ▲ 19 人 ▲ 13 人 0 人 0 人
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４）東部南地区

５）西部北地区

６）西部南地区

７）南部地区

実績

平成25年度
平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 平成31年度末

①量の見込み 330 人 322 人 313 人 304 人 295 人

②確保量 234 人 309 人 306 人 310 人 304 人 295 人

確保の内容

（実施施設数）

8 教室 10 教室
公立：１教室開設

10 教室 11 教室
公立：１教室開設

11 教室 11 教室

②－① ▲ 21 人 ▲ 16 人 ▲ 3 人 0 人 0 人

実績

平成25年度
平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 平成31年度末

①量の見込み 290 人 286 人 275 人 273 人 269 人

②確保量 253 人 268 人 267 人 264 人 263 人 269 人

確保の内容

（実施施設数）

6 教室 7 教室 7 教室 7 教室 7 教室 8 教室
公立：１教室開設

②－① ▲ 22 人 ▲ 19 人 ▲ 11 人 ▲ 10 人 0 人

実績

平成25年度
平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 平成31年度末

①量の見込み 531 人 539 人 535 人 526 人 513 人

②確保量 368 人 514 人 517 人 516 人 521 人 513 人

確保の内容

（実施施設数）

10 教室 14 教室
公立：１教室開設

14 教室 14 教室 15 教室
公立：1 教室開設

17 教室
公立：２教室開設

②－① ▲ 17 人 ▲ 22 人 ▲ 19 人 ▲ 5 人 0 人

実績

平成25年度
平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 平成31年度末

①量の見込み 308 人 297 人 286 人 276 人 274 人

②確保量 219 人 279 人 271 人 286 人 276 人 274 人

確保の内容

（実施施設数）

5 教室 8 教室 8 教室 9 教室
公立：１教室開設

9 教室 9 教室

②－① ▲ 29 人 ▲ 26 人 0 人 0 人 0 人
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◎短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）
　保護者の病気や仕事、出産、育児疲れなどで、家庭における養育等が一時的に困難な場合、
また、母子が緊急かつ一時的に保護を必要とする場合に、児童福祉施設等において、児童や
母子を一時的に養育・保護する事業です。
◎夜間養育等事業（トワイライトステイ事業）
　保護者の仕事等の理由により、平日の夜間又は休日に不在となり、養育が困難となった児童
を、通所により児童福祉施設等で預かる事業です。

【４】子育て短期支援事業

児童養護施設「讃岐学園」に事業委託しており、利用者数は年によりバラツキがみられます。

トワイライトステイ事業については、過去５年間、利用実績はありません。

将来の児童人口に、ニーズ調査結果による利用意向率及び利用意向日数を乗じて算出した結

果を量の見込みとします。

量の見込みは、平成 27 年度以降、56 ～ 57人日で推移すると見込んでいます。

現在の１施設で必要量は確保できる見通しですが、さらに委託先を１か所確保（平成 27 年度

に坂出市に開設される「神愛館」を予定）し、２か所で実施することにより、提供体制の充

実を図ります。

■量の見込み

■確保方策と今後の方針

【現状】

【量の見込みと確保方策】

 

●

●

●

●

●

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

実施か所数 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所

実利用人数 14 人 17 人 16 人 5 人 2 人

延利用日数 51 人日 69 人日 62 人日 17 人日 2 人日

実績

平成25年度
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

①量の見込み 57 人日 56 人日 56 人日 56 人日 56 人日

②確保量 2 人日 57 人日 56 人日 56 人日 56 人日 56 人日

確保の内容

（実施施設数）
1 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所

②－① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
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　生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の

把握を行う事業です。

【５】乳児家庭全戸訪問事業

保健センターと事業の一部を香川県助産師会に委託して実施しています。

母子保健ガイドブックに添付されている「依頼票」、又は出生届出時に「出生連絡票」を提出

された家庭に訪問しており、訪問率は 90％を少し超えている状況となっています。

ニーズ調査によらずに推計することとなっており、本市では新生児全てを訪問することを目標

とするため、新生児数（推計）を量の見込みとします。

保健センターにおいては、地区保健師と事業専用に雇用した嘱託保健師により実施するととも

に、事業の一部を香川県助産師会に委託して実施します。

提供体制は現状で確保できているため、訪問率 100％を目指します。

本事業により、特に支援を必要とする家庭を的確に把握し、相談等によるフォローを行うとと

もに、必要に応じて養育支援訪問事業等に引き継ぎを行います。

■量の見込み

■確保方策と今後の方針

【現状】

【量の見込みと確保方策】

 

●

●

●

●

●

●

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

対象人数 4,031 人 3,965 人 3,991 人 3,943 人 3,984 人

訪問人数 3,279 人 3,822 人 3,449 人 3,501 人 3,612 人

訪問率 81.3％ 96.4％ 86.4％ 88.8％ 90.7％

実績

平成25年度
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

①量の見込み 3,829 人 3,815 人 3,809 人 3,782 人 3,746 人

②確保量 3,984 人 3,829 人 3,815 人 3,809 人 3,782 人 3,746 人

確保の内容

（実施体制等）

地域体制：地区保健師 41 人、事業専門保健師 3 人、助産師 17 人

実施機関：保健センター、香川県助産師会（一部委託）

②－① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
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　養育支援が特に必要な家庭に対して、保健師、助産師、保育士等の資格を持つ養育支援員が、

その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を

確保する事業です。

【６】養育支援訪問事業

乳児家庭全戸訪問事業や保健センター等での健康診査、各種相談事業において、特に養育

支援が必要であると思われる家庭を把握し、養育支援員（平成 25 年度 19 人）が訪問して、

相談支援を行っています。

ニーズ調査によらずに推計することとなっており、平成 21 年度から 24 年度までの乳児家庭全

戸訪問事業対象者数に対する養育支援訪問事業対象者数の比率から算出した結果を量の見込

みとします。

引き続き、助産師会等の協力を得て、保健師、助産師、保育士など専門の養育支援員を継続

的な確保に努めるとともに、養育支援員のスキル向上を図り、養育支援訪問体制の充実に努

めます。

乳児家庭全戸訪問事業や各種健康診査事業との連携を密にし、対象家庭の確実な把握に努

めます。

本市による対応が困難と判断される場合には、香川県子ども女性相談センター（児童相談所）

など専門的な関係機関と連携して支援を行います。

■量の見込み

■確保方策と今後の方針

【現状】

【量の見込みと確保方策】

 

●

●

●

●

●

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

対象者数 48 人 44 人 43 人 36 人 39 人

延べ訪問回数 394 回 368 回 363 回 355 回 329 回

実績

平成25年度
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

①量の見込み 47 人 47 人 47 人 47 人 46 人

②確保量 39 人 47 人 47 人 47 人 47 人 46 人

実施延回数 329 回 460 回 460 回 460 回 460 回 450 回

確保の内容 実施体制：養育支援員 17 人（保健師・助産師・保育士等）

②－① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
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　乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、
助言その他の援助を行う事業です。

【７】地域子育て支援拠点事業

平成 25 年度時点で、旧センター型は 22 か所、うち私立保育園での併設（委託）が 19 か所、
旧ひろば型はＮＰＯ法人等に委託して実施しています。
利用者数は、平成 21 年度以降、増加傾向が続いています。

保育所利用者が地域子育て支援拠点事業を利用するとは考えにくいため、将来の保育所利用
者を除く０～２歳児童数に、ニーズ調査結果による利用意向率及び利用意向日数を乗じて算出
した結果を量の見込みとします。
平成 27 年度には、平成 24 年度実績数の約 2.5 倍の量が見込まれ、実績と乖離する結果となっ
ていますが、中間年度において見直すこととします。

本市の拠点数は、国の「子ども・子育てビジョン」の数値目標（中学校区に１つ＝23 か所）を
達成していることから、当面は現有施設 31 か所の利用促進を図ることとします。
認定こども園は、教育・保育を一体的に提供するほか、施設を利用していない地域の子どもの
保護者に対する子育て支援を提供することが基本とされていることから、今後の認定こども園
の普及（移行）に合わせて、地域子育て支援拠点施設の整備か所数について、見直しを行います。
利用者支援（コーディネート事業）を実施する４つの拠点の担当エリアを設定して、エリア内の
各地域子育て支援拠点との横断的連絡連携を図りながら、子育て支援の充実を目指します。
 

■量の見込み

【現状】

【量の見込みと確保方策】

 

●

●

●

●

●

●

●

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

実施

か所数

旧センター型 17 か所 20 か所 21 か所 21 か所 22 か所

旧ひろば型 7 か所 8 か所 8 か所 9 か所 9 か所

計 24 か所 28 か所 29 か所 30 か所 31 か所

延べ利用回数 44,357 人回 63,396 人回 63,996 人回 65,276 人回 72,409 人回

実績

平成25年度
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

①量の見込み 158,364人回 158,196人回 157,728人回 157,020人回 153,588人回

②確保量 72,409 人回 158,364人回 158,196人回 157,728人回 157,020人回 153,588人回

確保の内容

（施設数）

旧ひろば型 ：９か所

旧センター型：20 か所 合計：31 か所

直営 ：２か所

②－① 0 人回 0 人回 0 人回 0 人回 0 人回

■確保方策と今後の方針 
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　幼稚園が在園児を対象に、通常の教育時間の前後や、土曜日曜、長期休業中に教育を行う事業で、

いわゆる「預かり保育」を指しますが、新制度においては、一時預かり事業として実施されます。

【８】一時預かり事業

平成 25 年度時点で、私立幼稚園 25 園全てで事業を実施しており、年間延べ利用日数は

168,500 人日となっています。

国の手引きでは、２号認定のうち幼稚園を希望する家庭の全てが預かり保育を利用するとして

量の見込みを算出していますが、２号認定のうち預かり保育を希望しない家庭が約４割あるこ

とから、これらを除いて算出した結果を量の見込みとします。

私立幼稚園 25 園全てで事業を実施していることから、今後は人の確保等により、提供体制

の確保に努めます。

■量の見込み

■確保方策と今後の方針

【現状】

 

●

●

●

①幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（幼稚園型）

実績

平成25年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

平成

31年度

①量の

見込み

１号認定 40,917人日 40,265人日 40,393人日 40,396人日 40,382人日

２号認定
（学校教育の希望強）

320,625人日 315,517人日 316,517人日 316,544人日 316,436人日

合計 361,542人日 355,782人日 356,910人日 356,940人日 356,818人日

②確保量 168,500人日 205,500人日 242,500人日 279,500人日 316,500人日 356,818人日

確保の内容（施設数） 25 か所 25 か所 25 か所 25 か所 25 か所 25 か所

②－①
▲ 156,042

人日

▲ 113,282

人日

▲ 77,410

人日

▲ 40,440

人日
0 人日

【量の見込みと確保方策】
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　保護者が病気や急用の場合などに、保育所や認定こども園等で一時的に子どもを預かる事業です。

平成 25 年度時点で、市立５か所、私立 25 か所の保育所（園）で実施しています。

延利用日数は、ほぼ横ばいで推移しています。

将来の児童人口推計とニーズ調査結果を基にした国の手引きに準じた算出は、トワイライトス

テイやファミリー・サポート・センター事業（就学前児童）を含めた結果であり、また、保育

所や幼稚園利用者も含めて全ての児童が利用すると仮定しているため、実績と大きく乖離して

います。そこで、より実情に沿った内容とするため、将来の在宅の児童数に、ニーズ調査結果

による利用意向率を乗じて算出した結果を量の見込みとします。

新たに創設予定の認定こども園等による実施か所数の増加に加え、保育士の確保及び施設運

営費の充実により、供給体制の確保に努めます。

■見込み量

■確保方策と今後の方針

【現状】

【量の見込みと確保方策】

 

●

●

●

●

②幼稚園における在園児を対象とした一時預かり以外（保育所型）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

実施施設数 30 か所 30 か所 30 か所 35 か所 29 か所

延利用日数 293 日 294 日 295 日 293 日 294 日

実績

平成25年度
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

①量の見込み 49,961人日 49,863人日 49,739人日 49,550人日 49,274人日

②確保量 14,601人日 20,000人日 27,000人日 36,000人日 43,000人日 49,274人日

確保の内容

（施設数）
29 か所 29 か所 31 か所 34 か所 34 か所 34 か所

②－① ▲29,961人日 ▲22,863人日 ▲13,739人日 ▲6,550人日 0人日

※「量の見込みと確保方策」は、ファミリー・サポート・センター事業（就学前児童）を除きます。
　ファミリー・サポート・センター事業（就学前児童）については、P158 に記載しています。
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　病児・病後児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時

的に保育等する事業です。

【９】病児・病後児保育事業

病児・病後児対応型は、医療機関４か所、市立保育所１か所の合計５か所で実施しています。

平成 21 年度から 23 年度にかけて、延べ利用日数は大きく増加しましたが、その後は減少傾

向となっています。

インフルエンザなどの感染症の流行時に利用が集中すること、直前キャンセルが多いことなど

が課題となっています。

体調不良児対応型は、私立保育所２か所で実施しており、延べ利用日数に一定の傾向はみら

れません。

国の手引きに基づく算出では実態と大きく乖離するため、過去の利用率（キャンセル数・お断

り数を加えた利用延べ人日 ÷ ０～ 11 歳児童数）の推移から、年 0.7％の伸びを見込んで将来

の利用率を設定し、これに将来の児童人口を乗じて算出した結果を量の見込みとします。

現状の５施設で、必要量は確保できる見通しですが、突発的・集中的に利用が発生するため、

医療機関へ協力を依頼し、さらに１か所の確保に努めます。

関係機関と連携して周知を図るとともに、利用しやすい環境の整備に努めます。

■量の見込み

■確保方策と今後の方針

【現状】

【量の見込みと確保方策】

 

●

●

●

●

●

●

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

病児・病後児

対応型

実施か所数 4 か所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所

延べ利用日数 3,082 人日 4,153 人日 5,865 人日 5,806 人日 5,660 人日

体調不良児

対応型

実施か所数 2 か所 2 か所 2 か所

延べ利用日数 428 人日 476 人日 328 人日

実績

平成25年度
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

①量の見込み 6,988 人日 7,168 人日 7,396 人日 7,610 人日 7,814 人日

②確保量 5,660 人日 6,988 人日 7,168 人日 7,396 人日 7,610 人日 7,814 人日

確保の内容

（実施施設数）
5 か所 6 か所 6 か所 6 か所 6 か所 6 か所

②－① 0 人日 0 人日 0 人日 0 人日 0 人日
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　乳幼児や小学生の児童を有する子育て家庭を対象に、育児の援助をしてほしい人（依頼会員）と、

育児の援助をしたい人（提供会員）が会員登録をし、会員相互間で育児の援助を行う事業です。

【10】ファミリー・サポート・センター事業

ＮＰＯ法人に事業委託をして、実施しています。

依頼会員数は順調に増加してきましたが、提供会員については伸び悩んでいます。

国の手引きでは、就学前児童については、国のワークシートを使用すると、認定こども園や

保育所等における一時預かり事業の中に含んで算出されますが、本市では、一時預かり事業

について、独自の補正を行い、実態に近い量を見込んでいることから、ファミリー・サポート・

センター事業は就学前児童と小学生に分けて、別途、ここで見込みます。

現在の利用状況を踏まえ、ピークであった平成 23 年度実績を量の見込みとします。

利用を増やすためには、提供会員の確保が必要となることから、情報提供や養成講座の充実

により提供会員の増員を図ることで、提供体制の確保に努めます。

保育所や病児・病後児保育施設等への送迎、緊急時や病気の時のサポート、障害児や多胎児の

育児支援など、多種多様な利用者ニーズに応えられるよう、提供会員の質的向上に努めます。

本事業は、瀬戸・高松広域定住自立圏構想に係る広域事業として実施しているため、供給量

の確保に当たっては、本市での確保を基本としつつ、三木町、綾川町における必要量や提供

体制も踏まえて検討を行います。

■見込み量

■確保方策と今後の方針

【現状】

【量の見込みと確保方策】

 

●

●

●

●

●

●

●

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

提供会員数 484 人 595 人 690 人 556 人 567 人

依頼会員数 757 人 939 人 1,170 人 1,262 人 1,353 人

両方会員数 91 人 101 人 122 人 119 人 115 人

活動件数 4,140 件 5,900 件 6,231 件 5,348 件 5,637 件

実績
平成25年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

平成

31年度

就学前児童 3,240 人日 3,240 人日 3,240 人日 3,240 人日 3,240 人日

小学校低学年 2,790 人日 2,790 人日 2,790 人日 2,790 人日 2,790 人日

小学校高学年 500 人日 500 人日 500 人日 500 人日 500 人日

合計 6,530人日 6,530 人日 6,530 人日 6,530 人日 6,530 人日

②確保量 5,637人日 6,530人日 6,530 人日 6,530 人日 6,530 人日 6,530 人日

②－① 0 人日 0 人日 0 人日 0 人日 0 人日
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　母子健康法第 13 条の規定により、本市に住所を有する妊婦を対象に、安心して妊娠・出産を迎

えることができるように、妊婦の健康診査にかかる費用の一部を助成し、経済的な負担を軽減する

事業です。

【11】妊婦健康診査事業

「母子保健ガイドブック」に妊婦健康診査受診票を添付し、費用の一部助成を行っています。

県内産婦人科及び助産所で実施しています。

妊婦の減少に応じて、受診実人数は減少傾向となっています。また、一人当たりの健診回数は、

平成 23 年度以降は平均約 12 回となっています。

対象者数については、将来の乳児家庭全戸訪問事業対象者数と同数を見込みます。また、健

診回数については、過去の実績から一人当たりの平均回数を算出し、将来の実人数の見込み

に乗じて、量の見込みとします。

子どもの人口の減少に対応して、対象人数は微減傾向で推移すると見込まれます。

既に、香川県医師会及び香川県助産師会と委託契約し、県内の産婦人科医療機関（46 か所）

と助産所（３か所）において健診が受診できる体制を確立していることから、供給量は充足し

ています。

里帰りで県外の医療機関を受診する場合は、償還払いで対応を行います。

■量の見込み

■確保方策と今後の方針

【現状】

【量の見込みと確保方策】

 

●

●

●

●

●

●

●

●

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

受診実人数 4,061 人 4,025 人 4,000 人 3,983 人 3,875 人

健診回数 42,518 回 45,917 回 46,747 回 46,678 回 46,921 回

実績

平成25年度
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

①量の見込み 3,980 人 3,965 人 3,959 人 3,931 人 3,894 人

健診回数 47,760 回 47,580 回 47,508 回 47,172 回 46,728 回

②確保量 3,875 人 3,980 人 3,965 人 3,959 人 3,931 人 3,894 人

確保の内容

（実施体制

等）

実施場所：県内産婦人科医療機関及び助産所

実施体制：香川県医師会及び香川県助産師会に委託

里帰りで県外医療機関受診の場合は、償還払いで対応

実施時期：通年

②－① 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人
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